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 資料２_ 

 

全事業の徹底した見直しについて 

 

１ 趣  旨 

全事業を対象に、県民ニーズや施策効果等を検証し、ゼロベースで徹底した見

直しを行うことにより、「業務の効率化」による組織のスリム化や「施策の選択と

集中」による予算配分の重点化を図る。 
 

 

２ 検証の主な視点 

 

 緊急性・施策効果  
 
 ○ 長期継続実施等により費用対効果が低下した事業の廃止 
 
 ○ 所期の目標を達成した事業やモデル事業の確実な終了 
 
 ○ 計画的な実施による明確な終期設定 等 

 

 役割分担  
 
 ○ 本来民間の役割だが県が先導的に取り組んだ事業の民間主体への移行 
 
 ○ 市町の取組と重複する事業の市町への移行 等 

 

 実施手法の効率性  
 
 ○ 類似事業との統合 
 
 ○ イベントの民間団体への運営委託等による業務効率化 等 

 

 

３ 見直しの方向性 

 

◇ 休 廃 止 ・・・ 改革期間中に事業を休廃止するもの 

 

◇ 縮小（一部休廃止） ・・・ 細事業等、一部を休廃止するもの 

 

◇ 効 率 化 ・・・ 実施手法の見直し等により業務の効率化等を

図るもの 
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４ 現時点の見直し状況（推進室案） 
 

区    分 事業数（全事業数に占める割合） 

事 業 数 １，２６０事業 

 

う ち 見 直 し 対 象 事 業  １，０２７事業（８１．５％） 

 う ち 休 廃 止 対 象 事 業    １７１事業（１３．６％） 

 

○事 業 費 ： 約１３億円 （一般財源ベース） 

○業 務 量 ： 約１７０人役（単純合計） 

※直面する政策課題に対応した新規事業の構築等もあることから、予算 

編成における事業費及び業務量の削減額（量）は減少する。 

 

 

５ 今後の対応 

個別事業の見直しの方向性に沿って、推進室が各部局と調整を行い、来年度

当初予算に確実に反映する。 
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《参考１》休廃止対象事業数の内訳 

 

区   分 事業数 

長期継続等により費用対効果が低下した事業 ２６  

目標を達成した事業・モデル事業等 ４６  

計画的な実施による終期の到来 ３７  

民間・市町との役割分担を踏まえた事業主体の移行 １４  

類似事業との統合 ４８  

計 １７１  

 

 

《参考２》部局別の見直し対象事業数・休廃止対象事業数 
 

部  局 
見直し対象 

事  業  数 

 

うち休廃止 

総 務 部       ５７         ８ 

総 合 企 画 部       ６５       １４ 

産 業 戦 略 部         ５         ２ 

環 境 生 活 部     １１２       １６ 

健 康 福 祉 部     ２１２       ３１ 

商 工 労 働 部       ９６       ３８ 

観光ス ポー ツ文化 部       ６９       １５ 

農 林 水 産 部     １７７       ２３ 

土 木 建 築 部       ６１         ５ 

諸 局         ９         ０ 

警 察 本 部       ３２         ３ 

教 育 庁     １３２       １６ 

計 １，０２７     １７１  


